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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　有機繊維を含み、水を添加して施工される不定形耐火物において、前記有機繊維として
水分含有量が３質量％未満であり、かつ表面に油分を付着させたポリエチレン繊維を用い
たことを特徴とする不定形耐火物。
【請求項２】
　前記ポリエチレンが、低密度ポリエチレンである請求項１に記載の不定形耐火物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、有機繊維を含み、水を添加して施工される不定形耐火物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、取鍋、タンディッシュ、高炉出銑樋、又は真空脱ガス炉等の各種溶融金属容器
の内張りに不定形耐火物が用いられている。以下、取鍋の内張りの流し込み施工を例に挙
げて不定形耐火物の一施工形態を説明する。
【０００３】
　まず、不定形耐火物に水を添加して混練し、泥しょうとなす。次に、その泥しょうを取
鍋に挿入した中子と取鍋内面との間に流し込み、保形性が発現するまで養生させる。流し
込まれた泥しょうを保形性が発現するまで養生させたものを施工体と呼ぶ。養生後に中子
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を除去し、残された施工体を乾燥させたものが内張りとなる。
【０００４】
　施工体の乾燥は、これをバーナやマイクロ波で加熱することにより行う。加熱の際、施
工体の内部から水蒸気が発生し、水蒸気圧によって施工体に亀裂や爆裂が生じることがあ
る。施工体を緩やかな昇温レートで長時間乾燥させれば、爆裂の発生を抑制できるが、取
鍋の稼働率を向上させる見地から乾燥時間の短縮が望まれている。
【０００５】
　そこで、従来から、不定形耐火物に有機繊維を含ませる対策が採られている。有機繊維
は、乾燥中の加熱により施工体内で溶融することで体積減少し、施工体に水蒸気の通気孔
を形成する。有機繊維によって形成される無数の微細な通気孔群を通じて、施工体の内部
から外部に水蒸気が逸散する。これにより、施工体の内部水蒸気圧の上昇を緩和し、爆裂
を抑制することができる。
【０００６】
　特許文献１によると、施工体内部の水蒸気圧は２００℃付近から急上昇するため、有機
繊維としては、水蒸気圧が急上昇する前の１８０℃以下で溶融するものが好ましいとされ
る。特許文献１は、低溶融点の素材として、ビニロン、ポリエチレン、及びポリプロピレ
ン等を挙げており、ビニロン繊維が最も好ましいと示唆している。
【０００７】
　特許文献２及び３は、爆裂防止用の有機繊維としてポリエチレン繊維を選択した不定形
耐火物の具体例を開示している（特許文献２の本発明実施例２及び３、並びに特許文献３
の比較例３参照）。なお、特許文献３には、ポリエチレン繊維の含水率がゼロ質量％であ
ることが記載されている（特許文献３の第２頁右上欄及び第２表参照）。
【０００８】
　特許文献４は、爆裂防止用の有機繊維の素材として、密度０．９３ｇ／ｃｍ３以下の低
密度ポリエチレンに言及している。ポリエチレンの中でも低密度ポリエチレンは、溶融点
が１００～１３５℃と低いことが知られている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開昭６１－１００７９号公報
【特許文献２】特開平３－８３８６９号公報
【特許文献３】特開平３－２６５５７２号公報
【特許文献４】特開２００８－１２０６６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　従来、有機繊維としては、単純に溶融点が低いものほど好ましいと考えられていた。し
かし、たとえ低溶融点の有機繊維を用いても爆裂が生じることがある。本願発明者らは、
鋭意研究の結果、この主な原因の１つが、有機繊維の含有水分にあることをつきとめた。
この点について、以下に説明する。
【００１１】
　有機繊維は、製造後、直ちに不定形耐火物に配合される訳ではなく、不定形耐火物の製
造工場への運搬、及び保管を経て、不定形耐火物の一部として配合されるまでの間、大気
に晒された状態のホッパー内で待機状態とされる。上記運搬及び保管の間は有機繊維がフ
レコンバッグに収容されるが、フレコンバッグが湿気を通過させる場合は、有機繊維に大
気中の湿気等の水分が付着しうる。また、上記待機状態の間も有機繊維に大気中の湿気等
の水分が付着しうる。なお、上記運搬～待機は、通常、延べ数日以上に及ぶ。
【００１２】
　一方、不定形耐火物における有機繊維以外の残部には、耐火性粉体及び結合剤が含まれ
る。水を添加して施工される不定形耐火物では、通常、結合剤にアルミナセメント等の水
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硬性結合剤が用いられる。耐火性粉体には、マグネシア質原料、カルシア質原料、若しく
はドロマイト質原料等の消化する性質をもつ原料（以下、消化性原料という。）、又はシ
リカフラワー等の超微粉が含まれる。ここで、消化とは、原料が水と反応して水酸化物を
生成する現象をいう。
【００１３】
　このため、製造された不定形耐火物においては、これに施工に必要な水を添加する前に
おいても、水分が付着した有機繊維が、水硬性結合剤、消化性原料、及び超微粉の少なく
ともいずれか一つと接触状態にあり、それらに対して水分供給源となりうる。
【００１４】
　しかも、製造された不定形耐火物は、直ちに施工に供される訳ではない。通常は、不定
形耐火物の製造工場に見込み発注がなされ、製造工場から不定形耐火物を出荷後、施工現
場でこれに水を添加して施工に供するまでに、フレコンバッグで梱包された状態で、例え
ば５日～数ヶ月程度のストック期間を経る。
【００１５】
　このストック期間に、有機繊維の含有水分によって、上述した水硬性結合剤、消化性原
料、又は超微粉の劣化が進行する。即ち、水硬性結合剤が水分と接触し施工前に水和反応
が一部完了すると、施工後の反応性が低下し、水硬性結合剤の強度付与機能が低下する。
また、消化性原料が水分と接触し消化すると体積膨張によりボソボソな性状となって施工
後の強度を低下させる原因となる。また、超微粉も水分と接触状態にある場合、表面が水
酸化するためか、経時変化を生じ、施工後の強度を低下させる原因となることが判った。
【００１６】
　施工体の爆裂は、施工体の内部水蒸気圧が施工体の強度を上回ることで生じる。有機繊
維の溶融点が低い程、早期に水蒸気の通気孔が形成されるため、内部水蒸気圧がたちにく
いが、有機繊維の含有水分に起因して施工体の強度が不充分となると、施工体が内部水蒸
気圧に耐えられず、爆裂が生じることになる。
【００１７】
　特許文献１～４は、それぞれが推奨する有機繊維の爆裂防止効果を示すテスト結果を開
示しているが、何れのテストも実験室で行われたものであり、不定形耐火物のサンプルを
作製後、直ちにこれを水と混練して評価に供するため、現実のプロセスにおける上記スト
ック期間等の影響が反映されていない。これまで、有機繊維の含有水分が爆裂防止効果を
妨げる因子となることは知られていなかった。
【００１８】
　特許文献１で使用されるビニロン繊維は、水分を多く含む。ビニロン繊維の公定水分率
は５質量％である。このため、ビニロン繊維は、特に上記ストック期間が長い場合等は、
爆裂防止効果をいかんなく発揮することができない。
【００１９】
　一般に、有機繊維の公定水分率とは、有機繊維の組織内部の水分含有量をいう。
【００２０】
　特許文献２～４で使用されるポリエチレン繊維は、公定水分率がゼロ質量％であるが、
上述したように、保管中に繊維表面に水分が付着することがある。このため、ポリエチレ
ン繊維の水分含有量は必ずしもゼロ質量％とはならない。繊維表面に付着した水分に起因
して爆裂を引き起こすことがある。
【００２１】
　本明細書において、有機繊維の水分含有量とは、有機繊維の組織内部の水分量と、有機
繊維の表面に付着した水分量との合計をいうものとする。
【００２２】
　本発明の目的は、乾燥時に亀裂や爆裂が生じにくい不定形耐火物を提供することである
。
【課題を解決するための手段】
【００２３】
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　本発明の一観点によれば、有機繊維を含み、水を添加して施工される不定形耐火物にお
いて、有機繊維として水分含有量が３質量％未満であり、かつ表面に油分を付着させたポ
リエチレン繊維を用いたことを特徴とする不定形耐火物が提供される。
【発明の効果】
【００２４】
　爆裂を防止するには、施工体の強度と、施工体の内部水蒸気圧とのバランスを考慮し、
内部水蒸気圧が、施工体の強度を上回らないようにすることが必要である。
【００２５】
　本発明で使用する上記有機繊維は、水分含有量が３質量％未満と少なく、しかも油分を
付着させたことで、繊維表面に水分が付着しにくい。このため、本発明で使用する上記有
機繊維は、ストック期間中も、不定形耐火物における有機繊維以外の残部の劣化を生じさ
せにくい。従って、乾燥工程における施工体の強度の低下を防止することができる。
【００２６】
　また、本発明で使用する有機繊維は素材をポリエチレンとする。ポリエチレンは、公定
水分率が本発明規定の水分含有量を満たしうる有機繊維の中でも特に溶融点が低い。この
ため、本発明で使用する有機繊維は、乾燥開始後に早期に溶融して通気孔を形成するため
、施工体の内部水蒸気圧を緩和する効果にも優れている。
【００２７】
　以上の結果、乾燥時に、施工体の内部水蒸気圧が、施工体の強度を上回ることを防止す
ることができ、施工体の亀裂や爆裂を防止することができる。
【発明を実施するための形態】
【００２８】
　本発明の実施の形態において、不定形耐火物は、耐火性粉体、結合剤、及び有機繊維を
含む。
【００２９】
　本発明では、有機繊維の含有水分に起因する不定形耐火物の劣化を防止するため、不定
形耐火物における有機繊維以外の残部に、水分によって劣化しやすい原料を含む場合に特
に意義が大きい。具体的には、本発明は、不定形耐火物が、耐火性粉体としての消化性原
料、耐火性粉体としての超微粉、及び結合剤としての水硬性結合剤の少なくともいずれか
を含む場合に特に意義が大きい。
【００３０】
　消化性原料としては、例えば、電融マグネシア等のマグネシア質原料、オリビン等のマ
グネシア－シリカ質原料、カルシアクリンカ等のカルシア質原料、及びドロマイトクリン
カ等のドロマイト質原料等から選択される一種以上が挙げられる。特に、消化性原料の配
合量が、耐火性粉体に占める割合で、５質量％以上の場合に、有機繊維の含有水分に起因
する劣化が懸念される。
【００３１】
　超微粉としては、平均粒径１０μｍ未満のもの、例えば、シリカフラワー等の非晶質シ
リカ超微粉、仮焼アルミナ等のアルミナ超微粉、粘土、チタニア超微粉等が挙げられる。
特にシリカフラワーは湿気による劣化を生じやすい。なお、超微粉の概念からは、上述し
た消化性原料は除かれるものとする。特に、超微粉の配合量が、耐火性粉体に占める割合
で、５質量％以上の場合に、有機繊維の含有水分に起因する劣化が懸念される。
【００３２】
　本明細書において、平均粒径とは、レーザ回折散乱式粒度分布測定装置によって測定さ
れる粒度分布の中央値にあたる体積平均粒径をいうものとする。
【００３３】
　水硬性結合剤としては、例えば、アルミナセメント、水硬性アルミナ（ρ‐アルミナ）
、ポルトランドセメント、軽焼マグネシア等が挙げられる。特に、水硬性結合剤の配合量
が、耐火性粉体に対する外かけで、１質量％以上の場合に、有機繊維の含有水分に起因す
る劣化が懸念される。
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【００３４】
　有機繊維には、水分含有量が３質量％未満であり、かつ表面に油分を付着させたポリエ
チレン繊維を用いる。有機繊維の水分含有量は、２質量％以下が好ましく、１．５質量％
以下がより好ましい。
【００３５】
　本明細書においてポリエチレンとは、エチレンの単独重合体のみならず、エチレンとコ
モノマーとの共重合体を含む概念とする。
【００３６】
　水分含有量（質量％）＝（水分を含めた有機繊維の全質量－水分を除いた有機繊維の質
量）／水分を除いた有機繊維の質量×１００と定義する。
【００３７】
　ポリエチレン繊維は、公定水分率がゼロ質量％、即ち繊維の組織内部には水分が含まれ
ないため、その水分含有量が３質量％未満とは、ポリエチレン繊維の表面に付着した水分
含有量が３質量％未満であることを意味する。
【００３８】
　なお、公定水分率が低い有機繊維としては、ポリエチレン繊維以外にも、ポリプロピレ
ン繊維、ポリ塩化ビニル繊維、及びポリエステル繊維があるが、ポリエチレン繊維が、こ
れらの中で最も溶融点が低い。このため、乾燥開始後に早期に溶融して通気孔を形成する
ことができ、施工体の内部水蒸気圧を緩和する効果に優れる。なお、ポリエチレン繊維の
溶融点は、例えば、１００～１３５℃である。
【００３９】
　油分としては、例えば、鉱物油、ヒマシ油その他の植物性油、イソトリデシルステアレ
ート、ＰＯＥオレイルエーテル、ＰＯＥノニルフェニルエーテル、ラウリルスルホネート
ナトリウム塩、ＰＯＥラウリルエーテルホスフェートカリウム塩等が挙げられる。これら
は、１種単独で付着させてもよいし、２種以上を併用して付着させてもよい。
【００４０】
　油分は、ポリエチレン繊維の表面に大気中の水分が付着することを防止する効果を有す
る。このため、油分を付着させたポリエチレン繊維は、不定形耐火物への配合前に、大気
に晒されるストック期間を経ても、不定形耐火物における有機繊維以外の残部の劣化を生
じさせにくい。この結果、乾燥時の施工体の強度低下を防止することができる。
【００４１】
　ポリエチレン繊維への油分付着量は、特に限定されないが、１～５質量％が好ましい。
油分付着量が１質量％以上であることで、繊維表面への水分の付着を防止する効果を一層
確実なものとすることができ、５質量％以下に抑えることで、油分に起因する繊維の取り
扱い性や作業性の悪化を防止することができる。
【００４２】
　油分付着量（質量％）＝有機繊維に付着した油分の質量／油分を含めた有機繊維の全質
量×１００と定義する。
【００４３】
　本発明で使用する上記ポリエチレン繊維の製造方法は特に限定されない。例えば、ポリ
エチレンを溶融紡糸し、それを熱延伸した後に、油分付着工程を設けることで、油分が付
着したポリエチレン繊維を連続的に得ることができる。また、例えば、常法通りに油分が
付着していないポリエチレン繊維を製造後、油分の付着を行うことによっても本発明の上
記ポリエチレン繊維を得ることができる。この場合、油分の付着前に、繊維の水分含有量
を３質量％未満に低減する乾燥を実施することが好ましい。油分の付着方法としては、例
えば、塗布、スプレー、又は浸漬等が挙げられる。
【００４４】
　ポリエチレンは、密度によって高密度ポリエチレン（ＨＤＰＥ）と、低密度ポリエチレ
ン（ＬＤＰＥ）とに大別され、いずれも公定水分率はゼロ質量％である。本発明において
は、このうち低密度ポリエチレンが好ましい。低密度ポリエチレンとは、ＪＩＳＫ６９２
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２によれば、密度０．９１０～０．９２９ｇ／ｃｍ３のポリエチレンをいうが、本明細書
においては、密度０．９２９ｇ／ｃｍ３以下のポリエチレンをいうものとする。なお、高
密度ポリエチレンとは、低密度ポリエチレンよりも密度が大きいポリエチレンをいう。
【００４５】
　低密度ポリエチレンは、密度が小さいため溶融点が低い。このため、乾燥工程における
通気孔の形成を早めることができるから、施工体の内部水蒸気圧を緩和する効果に特に優
れている。なお、低密度ポリエチレンの溶融点は、９０～１３５℃である。
【００４６】
　また、低密度ポリエチレン繊維は、高密度ポリエチレン繊維に比べて、軟らかく、こし
が弱いため、不定形耐火物への水の添加量が同じ場合、高密度ポリエチレン繊維を用いる
場合よりも、泥しょうの流動性を高めることができる傾向にある。泥しょうの流動性が高
いほど、これを型枠で画定された空間に隙間無く隅々まで充填させることができる。
【００４７】
　低密度ポリエチレンは、高圧法低密度ポリエチレンと、直鎖状低密度ポリエチレン（Ｌ
ＬＤＰＥ）とに分類され、本発明においては、このうち直鎖状低密度ポリエチレンが好ま
しい。直鎖状の低密度ポリエチレンは、低密度ポリエチレンの中でも引張り強度に優れる
ため、混練時にちぎれにくい。仮に有機繊維が混練時にちぎれると、自ずと乾燥工程で形
成される個々の通気孔も短くなるため、施工体の通気性が低下する。これに対し、有機繊
維が混練時にちぎれにくいと、施工体の通気性の低下を防止できるため、有機繊維の爆裂
防止効果をいかんなく発揮することができる。
【００４８】
　本ポリエチレン繊維の配合量は、当業者の技術常識により自ずと定められるであろう。
例えば、本ポリエチレン繊維の配合量は、従来の有機繊維と同様に、耐火性粉体１００質
量％に対する外かけで０．０１～１質量％とすることができる。
【００４９】
　本ポリエチレン繊維の直径は特に限定されない。直径は、例えば、１～１００μｍとす
ることができる。直径が１μｍ以上であることで、施工体に形成される個々の通気孔の通
気抵抗が特に小さくなる。直径が１００μｍ以下であることで、０．０１～１質量％の添
加量でも繊維本数を充分に確保でき、施工体の通気性を低下させる効果が特に良好となる
。直径は好ましくは、１～５０μｍである。
【００５０】
　本ポリエチレン繊維の長さも特に限定されない。長さは、例えば、１～２０ｍｍとする
ことができる。長さが１ｍｍ以上であることで、切断コストの高騰を抑制でき、かつ通気
孔の連続性が良好となる。長さが２０ｍｍ以下であることで、不定形耐火物を水で混練し
てなる泥しょうの流動性の低下が生じにくい。
【００５１】
　以上、本発明の一実施の形態について説明したが、本発明はこれに限られない。
【００５２】
　耐火性粉体に、電融アルミナやボーキサイト等のアルミナ質原料、珪石等のシリカ質原
料、カイヤナイトやアンダリューサイトやシャモット等のアルミナ‐シリカ質原料、ジル
コン質原料、炭化珪素、及び炭素質原料等、消化する性質をもたない原料が含まれてもよ
いことは勿論である。
【００５３】
　結合剤に、ピッチ、タール、レジン等の有機結合材、シリカゾル、珪酸塩、又はリン酸
塩等、水硬性をもたないものが含まれてもよいことは勿論である。また、結合剤は必須で
はない。本発明の不定形耐火物は結合剤を含まなくてもよい。
【００５４】
　この他、本不定形耐火物は、例えば、分散剤、乳酸アルミニウム、金属粉、増粘剤、酸
化防止剤、低融点ガラス、及び硬化時間調整剤等から選択される一種以上の添加剤を含ん
でもよいことは勿論である。
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【００５５】
　本不定形耐火物の施工法は、水を添加して施工する方法であれば、特に制限されない。
典型的には、流し込み施工法、振動こて塗り施工、湿式吹付け施工法、及び乾式吹付け施
工法が挙げられる。流し込み施工法、振動こて塗り施工、及び湿式吹付け施工法では、本
不定形耐火物を予め水と共に混練して泥しょうと成す。乾式吹付け施工法では、本不定形
耐火物をノズルに向けて搬送管内を気流搬送し、搬送管内及びノズルの少なくともいずれ
か一方で水を添加する。搬送管の複数個所で水を添加する場合もある。いずれの施工法に
しても、不定形耐火物に水を添加して施工する以上、加熱によってその水分を低減する乾
燥工程が必須である。
【実施例】
【００５６】
　表１に、不定形耐火物の具体例を示す。表１において、海水マグネシアが消化性原料に
該当し、シリカフラワー及び仮焼アルミナが超微粉に該当し、アルミナセメントが水硬性
結合剤に該当する。表１の配合をベースとし、有機繊維を種々変更した。
【００５７】
【表１】

【００５８】
　表２は、表１の配合構成において有機繊維として用いたものの別に、その水分含有量、
油分含有量、及び不定形耐火物の評価結果を示す。
【００５９】
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【表２】

【００６０】
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　表２のいずれの有機繊維も、直径が１０～２０μｍ、かつ長さが３～５ｍｍであるよう
に形状は共通にした。
【００６１】
　水分含有量は、熱風乾燥法により、次式で求めた。「水分含有量（質量％）＝（試料の
質量－試料の絶乾質量）／試料の絶乾質量×１００」ここで、試料の絶乾質量とは、試料
を１０５℃±２℃の熱風乾燥機中に放置し恒量とした質量をいう。なお、試験回数は２回
とし、その平均値を表２に示した。
【００６２】
　油分含有量は、迅速残脂抽出装置（東海計器製）を用い、油分をプロパノール：ヘキサ
ン＝１：２で混合した溶液でトレイ上に抽出後、溶剤を除去する方法で、次式により求め
た。「油分含有量（質量％）＝（油分抽出後のトレイの質量－油分抽出前のトレイの質量
）／試料採取量×１００」なお、試験回数は２回とし、その平均値を表２に示した。
【００６３】
　評価は、次の要領で行った。まず、有機繊維を、表面に水分が付着しうる状況、具体的
には、湿度７５～８５％の空間に５日間放置する。次に、その有機繊維を表１の残部の組
成物と共に混合して不定形耐火物を得る。得られた不定形耐火物をビニル袋に収容して１
週間放置する。次に、不定形耐火物１００質量％に対して外かけ６質量％の水を添加して
混練し泥しょうとなす。得られた泥しょうを型枠に流し込み、養生後、１５０℃で６時間
のオートクレーブ処理を行ったサンプルを測定対象とする。
【００６４】
　養生強度は、上記サンプルの曲げ強度によって×、△、○、◎の４段階で相対評価した
。曲げ強度が大きい程、施工体が大きな内部水蒸気圧に耐えることができるため爆裂が生
じにくい。なお、曲げ強度は、上記サンプルを測定対象として、ＪＩＳ‐Ｒ２５５３の規
定に準拠して測定した。
【００６５】
　通気性は、上記サンプルの通気率によって、×、△、○、◎、◎◎の５段階で相対評価
した。通気率が大きい程、施工体内部に水蒸気がこもりにくいため爆裂が生じにくい。な
お、通気率μ（ｃｍ２／（ｃｍＨ２Ｏ・ｓｅｃ）)は、μ＝Ｑ×（Ｌ／Ｓ）×（１／Ｐ１

－Ｐ２）と定義する。ここで、Ｑは、単位時間にサンプルを透過したエアーの体積（ｃｍ
３／ｓｅｃ）であり、エアリークテスタ（株式会社コスモ計器製ＬＳ－１８２１）により
測定した。Ｓはサンプルの断面積（ｃｍ２）、Ｌは上記サンプルの厚み（ｃｍ）、Ｐ１は
サンプルへのエアー侵入時の圧力（ｃｍＨ２Ｏ）、Ｐ２は大気圧（ｃｍＨ２Ｏ）である。
【００６６】
　実施例１は、密度０．９４ｇ／ｃｍ３の高密度ポリエチレン繊維を用いたもので、油分
を付着させたことで、水分含有量が少なく、養生強度に優れている。また、通気性は、実
施例２～５の低密度ポリエチレン繊維に比べると劣るが許容できる。このため、爆裂防止
効果に優れているといえる。
【００６７】
　実施例２は、ポリエチレン繊維として低密度ポリエチレンを用いたもので、実施例１よ
りも通気率に優れる。また、実施例１に比べると、油分が少なく、水分が多いため、養生
強度は実施例１に劣るが優れている。
【００６８】
　実施例３及び４は、実施例２よりも油分を増やしたもので、水分含有量が少なく、養生
強度に優れている。実施例２～４の結果から、水分含有量が油分含有量に依存しているこ
とが分かる。
【００６９】
　実施例５は、ポリエチレン繊維として直鎖状の低密度ポリエチレン繊維を用いたもので
、実施例４よりも通気性が向上した。この理由は定かでないが、直鎖状の低密度ポリエチ
レン繊維は、低密度ポリエチレンの中でも引張り強度に優れるため、混練時にちぎれにく
かったからではないかと推定される。即ち、有機繊維が混練時にちぎれにくいため、施工



(10) JP 5656285 B2 2015.1.21

10

20

体の通気性の低下を防止でき、有機繊維の爆裂防止効果をいかんなく発揮することができ
る。
【００７０】
　比較例１は、油分を含まないポリエチレン繊維を用いたもので、溶融点が低いため通気
性は許容できるが、水分含有量が多いため養生強度が不充分となった。このため、実施工
では爆裂の懸念がある。比較例１と実施例１との比較により、有機繊維の水分含有量が多
いと施工体の養生強度が低下することが分かる。爆裂を防止するには、ポリエチレン繊維
の水分含有量は３質量％未満であることが必要であるといえる。
【００７１】
　比較例２は、油分を含まない低密度ポリエチレン繊維を用いたもので、通気性は良好で
あるが、水分含有量が多いため養生強度が不充分となり、爆裂の懸念がある。
【００７２】
　比較例３、４、５は、それぞれポリプロピレン繊維、ポリエステル繊維、ポリ塩化ビニ
ル繊維を用いたもので、水分含有量だけに着目すると少なく本発明規定を満たすが、溶融
点が高いため、通気性が悪く、爆裂を生じさせる確率が高い。
【００７３】
　比較例６は、ビニロン繊維を用いたもので、ビニロン繊維は温水に溶けるが施工体表面
に皮張りを形成するため、通気性が悪い。また、ビニロン繊維は、水分含有量が多いため
養生強度が小さい。
【００７４】
　以上、本発明を具体例に沿って説明したが、本発明はこれに限られない。例えば、種々
の組み合わせ及び改良が可能なことは当業者に自明であろう。
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